
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

出産祝金給付事業

①物価高による生活費や育児関連費用の増加に対応し、
安心して子育てができる環境づくりを支援することを目的と
する。
②出産祝給付金、印刷製本費
③事業総額：10,042千円
出産祝金　単価20千円×500人＝10,000千円
交付に係る事務経費、印刷製本費　42千円
④令和７年４月２日以降生まれで、出生時から市内に住民
登録を行い、支給申請時点まで引き続き市内に住民登録
のある子

R7.4 R8.3

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

子ども医療費窓口負担無償化事業

①物価高騰による子どもの健康増進に係る子育て世帯の
経済的負担の軽減を図るため、医療費の窓口負担200円を
10月から撤廃し、医療費の完全無償化を図る。
②義務教育就学児及び高校生等医療費窓口負担無償化
③事業総額：7,040千円
義務教育就学児分　単価200円×年間8,800件×９学年×
4/12か月＝5,280千円
高校生等分　単価200円×年間8,800件×３学年×4/12か
月＝1,760千円
④市民（義務教育就学児及び高校生等の養育者）

R7.4 R8.3

3

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

保育園・幼稚園等副食費補助事業

①物価高による経済的負担の軽減と子育ての環境の整備
を目的として、３歳から５歳児の副食費を無償化、又は、副
食費相当分を補助する。
②保育園・幼稚園等副食費補助事業
③事業総額:：65,807千円
a.市立保育園　賄材料費　7,410千円（無償化に伴う歳入の
減）
b.私立認可、認定保育園、認定こども園副食費補助　３歳
以上児（853+60+15）人×単価4,800円×月数７＝31,181千
円
c.私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助金　園児
数810人×単価4,800円×月数７＝27,216千円
④市民（市立、私立保育園、幼稚園等に通う３歳以上児の
養育者）※教職員は除く

R7.4 R8.3

4

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

幼稚園預かり保育推進事業

①物価高により、共働きを選択せざるを得ない家庭の子育
てと就労の両立を支援するため、市内幼稚園の一時預かり
保育の体制を整備するための補助を行う。
②私立幼稚園協会等補助金
③一時預かり事業補助金（年額）
定員14人以下幼稚園 年額12万円×１園、15～29人以下
年額24万円×１園、30人以上 年額36万円×１園
④私立幼稚園

R7.4 R8.3

5
③消費下支え等を通
じた生活者支援

住宅等防犯緊急対策事業

①全国的に住宅を狙った強盗が増加しており、個人レベル
での防犯対策の重要性が高まっている。近年の物価高騰
による防犯機器導入の家計負担を軽減することを目的と
し、防犯機器の購入額の3/4（上限額3万円）を補助する。
②防犯機器等購入緊急補助金
③積算：62,558千円
その他財源内訳：都支出金40,000千円、一般財源22,558千
円
対象経費（防犯カメラ等の住宅への防犯機器購入額）4万
円×2,000世帯×補助率3/4=60,000千円
【交付にかかる事務費】2,558千円
④市民

R7.4 R8.3
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②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

小・中学校の給食費無償化事業

①物価高等の影響を受けている小中学生の保護者の経済
的負担の軽減を目的として、給食費を４月から翌３月まで
無償化する。
②小学校及び中学校の賄材料費
③積算：合計249,480千円（うち20,000千円に交付金を充
当）
　　その他財源内訳：都支出金218,295千円、一般財源
31,185千円
賄材料費　249,479,065円
小学生
　低学年　3,845円×1,260人×11か月＝53,291,700円
　中学年　4,067円×1,333人×11か月＝59,634,421円
　高学年　4,289円×1,328人×11か月＝62,653,712円
中学生　4,768円×1,409人×11か月＝73,899,232円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計249,479,065円
④市内小中学校児童生徒及び児童の保護者※教職員は
除く

R7.4 R8.3
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7
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

中小企業者緊急対策応援事業

①物価高により電気料やガス料の高騰の影響を受けた市
内の中小企業の負担軽減のため、一部を補助する。
②物価高騰対額策支援金
③積算：合計55,000千円
●電気料高騰対策支援金：55,000千円
　・法人400×100千円＝40,000千円
　・個人事業300×50千円＝15,000千円
④対象：市内事業者

R7.4 R8.3

8
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

中小企業者緊急対策追加応援事業

①物価高により電気料やガス料の高騰の影響を受けた市
内の中小企業の負担軽減のため、補助を追加的に実施す
る。
②物価高騰対額策支援金
③積算：合計30,000千円
その他一般財源
●電気料高騰対策支援金：29,500千円
　・法人200×100千円＝20,000千円
　・個人事業190×50千円＝9,500千円
●交付に係る事務経費：500千円
・報酬500千円
④対象：市内事業者
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